






 

（２）仮定条件による LCC 算出 

     ここでは，仮定条件を変更した際の予防保全および対症療法の費用比較を行う。

仮定条件は以下のとおりとする。 

 

     1) 仮定条件１：劣化曲線の違いによる費用比較 

       既往文献により設定した劣化曲線および点検結果より回帰分析を行い設定 

した劣化曲線により費用比較を行う。 

     2）仮定条件 2：管理レベルの違いによる費用比較 

      予防保全時の管理レベルは，デフォルトでは「Ｃ」としている。管理レベ 

ルを変更した際の費用比較を行う。なお，補修後の回復率は 100％として 

いる。（補修を行うと健全な状態に戻る） 

     3）仮定条件 3：付属物（支承，伸縮装置，高欄等）の更新有無による費用比較 

       補修対象部材は主桁・橋台などの主要部材と支承，伸縮装置，高欄等の付 

属物に大別される。ここでは，付属物の更新の有無による費用比較を行う。 

 

１）仮定条件１（劣化曲線の違いによる費用比較） 

 【検討ケース】 

     ①劣化曲線（既往文献） ②劣化曲線（回帰分析） 

    【検討結果】 

  図 2.7.1 より，予防保全型の費用は，既往文献の劣化曲線を用いた場合と回帰 

曲線結果（既往業務の点検結果をもとに回帰分析を行い，劣化曲線を設定したも 

の）を用いた場合で，前者は 52,829 千円，後者は 58,719 千円となり，約 10％ 

の差が生じる結果となった。このことから，本橋梁では回帰分析を行った方が既

往文献から 

設定した劣化曲線よりも劣化速度が速く，それに伴い補修時期が早くなり工費が 

高くなっていると考えられる。 

 

① 劣化曲線（既往文献）                   ②劣化曲線（回帰分析）     

  

図 2.7.1 劣化曲線による LCC の一例 
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2）仮定条件２（管理レベルの違いによる費用比較） 

  【検討ケース】 

     ①管理レベルＣ ②管理レベルＢ ③管理レベルＤ  

【検討結果】 

図 2.7.2 に各検討ケースの予防保全および対症療法による検討結果を示す。予

防保全および対症療法型の費用は表 2.7.3 に示すとおりである。表より，管理レ

ベルＣの予防保全の費用に対して，管理レベルＢの方が 8％安価となり，管理レ

ベルＤでは 17％増加する。このことから，当該橋梁においての LCC は，管理レベ

ルＢが最適となると考えられる。 

①管理レベルＣ               ②管理レベルＢ 

③管理レベルＤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7.2 管理レベルによる LCC の一例 

 

表 2.7.3 管理レベルによる LCC 費用比較 

（千円） 

 予防保全による費用 対症療法による費用 

費用 割合 費用 割合 

①管理レベルＣ 57,456 1.00 75,150 1.00

②管理レベルＢ 52,829 0.92 75,150 1.00

③管理レベルＤ 67,185 1.17 75,150 1.00
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3）仮定条件３（付属物（支承，伸縮装置，高欄等）の更新有無による費用比較） 

【検討ケース】 

      ①更新有り  ②更新無し  

【検討結果】 

図 2.7.5 に各検討ケースの予防保全および対症療法による検討結果を示す。予 

防保全および対症療法型の費用は表 2.7.4 に示すとおりである。 

表に示すとおり，付属物の更新有無による費用は，予防保全型の場合において 

は，90％減少することから，付属物の更新費用は 90％を占めることが分かる。ま 

た，対症療法型の場合では 63％が附属物の費用を占めることが分かる。このこと 

から，長寿命化計画上，付属物の更新に占める割合は非常に高く，特に本橋のよ

うな小規模橋梁では維持管理を行う上で，付属物の更新は LCC に大きな影響を及

ぼすことが分かる。 

 

① 更新有り                 ②更新無し  

  

      図 2.7.3 管理レベルによる LCC の一例 

 

表 2.7.4 付属物の更新による LCC 費用比較 

（千円） 

 予防保全による費用 対症療法による費用 

費用 割合 費用 割合 

①更新有り 52,829 1.00 75,150 1.00

②更新無し 5,257 0.10 27,578 0.37
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2.8 架け替え型の維持管理 

橋梁は橋長や構造種別，架橋位置，環境・交通条件などにより，橋梁の特徴や劣化

損傷の度合いも様々である。これらの橋梁を維持管理するには，LCC が最適となるよ

うに予防保全型の維持管理を行い，橋梁の長寿命化を図ることが重要であるは言うま

でもない。 

市町村が管理する多くの橋梁は，橋長が短い RC 床版橋やボックスカルバートなどの

構造物が占める割合が高い。損傷としては，コンクリートのかぶり不足に起因する剥

離・鉄筋露出などが多く見られ，特に上部工の桁下面に著しい損傷を受けている橋梁

が散見される。このような損傷を受けている小規模橋梁の場合，ひびわれ注入工や断

面修復工などの補修を行うために多額の費用が必要となる場合もあり，予防保全型の

管理を行うよりも，上部工を架け替える方が LCC は安価となる場合もあると考えられ

る。 

ここでは，予防保全型で維持管理を行った場合と付属物の更新を含む維持管理は行

わず，寿命（更新時期）に達した時点で上部工を架替えた場合との費用比較を行った

結果を一例として紹介する。図 2.8.1 に RC 橋，図 2.8.2 に PC 橋の LCC の検討結果を

示す。図より，RC 橋の場合，上部工のみを架け替えた場合の方が，予防保全型よりも

安価となる結果となり，PC 橋の場合，上部工のみを架け替えた場合の方が，予防保全

型よりも高価となった。なお，シミュレーション結果は，様々な仮定条件により算出

されたものであるため，条件が変われば PC 橋についても予防保全型よりも架け替えの

方が安価になる可能性もある。 

このことから，特に橋長の短い橋梁については，橋梁全体の安全性や寿命等を考慮

したうえで，上部工を架け替えた方が，維持管理を行う上で有効な手法となる場合も

ある。今後，維持管理を行う際には，架け替え型の維持管理手法についても検討する

こと提案する。 
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図 2.8.1 RC 橋の LCC 比較 

 

 

 

図 2.8.2 PC 橋の LCC 比較 

架け替え 

付属物の更新は行わない 

付属物の更新は行わない  

架け替え 
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2.9 まとめと今後の課題 

 

2.9.1 長寿命修繕計画策定業務への活用 

(1) アンケート結果 

実施したアンケートにおいて，以下の傾向が確認出来た。 

a) 検討期間での橋面積単位 LCC 

修繕計画検討期間での橋面積（橋長×全幅）あたりのライフサイクルコストにおい

て，対症療法型は 500 千円/m2 付近が多い結果となった。予防保全型は対症療法型よ

りバラツキが大きいが 100 千円/m2 付近が多い結果となった。（図 2.6.31 橋面積単

位の LCC 参照） 

b) 橋面積の LCC（検討期間別） 

修繕計画検討期間別（100 年と 50 年）での橋面積あたりのライフサイクルコスト

において，検討期間 100 年では母数が少ないためバラツキが大きいが，検討期間 50

年はバラツキが小さい結果（500 千円/m2 程度）となっている。（図 2.6.32 100 年，

図 2.6.33 50 年 参照） 

 

(2) ＜架け替え＞管理の考慮 

従来の橋梁の維持管理は，①管理下限状況と劣化予測により健全な状態（使用で

きる状態）に保つ＜予防保全＞，もしくは②対症療法的に劣化箇所を補修する＜事

後保全＞のいずれかであった。 

検討の結果，規模の小さな橋梁であれば，補修・補強を行って使い続けるよりも，

寿命を設定し，架け替える方が経済性で有利となる場合があることが判明した。さ

らに，補修・補強を行って使い続けるよりも新規構造物の優位さ（新たな性能（基

準，規格）や新しいという安心感）が得られる。 

よって，規模や管理の方法にもよるが，架け替え型の管理を行う可能性があるこ

とを念頭に置いた長寿命化修繕計画の策定を行うことも一手法として考えられる。

（架替による社会的影響についての評価を考慮する必要がある） 

 

2.9.2 今後の取り組み 

(1) 要領の改訂による影響考慮 

橋梁定期点検要領が平成 26 年 6 月に改定となった。省令により， 5 年に 1 回の

橋梁点検や，近接目視による点検が求められることとなったため，橋梁の健全性に

ついての精度は向上すると考えられる。 

その一方，市町村向けの「道路橋定期点検要領」は橋梁全体としての健全度評価

にとどまっているため，長寿命化修繕計画に直接取り込めない。そのため，長寿命

修繕計画の策定においては，一旦，基礎データ収集要領(案)に代表されるような，

部材の損傷評価を行う等，二重の作業が強いられる場合がある。よって，今後，長

寿命化修繕計画の更新を踏まえた点検マニュアル（手引き）などの整備が必要と考

える。 
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(2) 点検結果，修繕実績による計画のブラッシュアップ 

5 年に 1 回の橋梁点検結果により，以下の項目の精度向上が図れることとなる。 

・損傷の劣化曲線の精度の向上。 

・補修実績により，補修コストの精度の向上。 

これらの項目を反映させ，長寿命化修繕計画をブラッシュアップしていく必要が

ある。 

また，以下の項目は，ブラッシュアップも含め，今後取り組む必要のある項目と

して認識している。 

・補修・補強時の部材の回復率 

・補修・補強部材の再劣化の設定 

 

2.9.3 おわりに（技術力の向上，継承への思い） 

老朽化する社会インフラの増大および限られた維持管理費などの状況から，効率

的な維持管理およびコスト削減が実施できる長寿命化修繕計画による維持管理は

今後必須となる。また，維持管理の観点から，橋梁点検結果と長寿命化修繕計画に

おける劣化曲線や個々の概算工費の設定などの条件についてブラッシュアップを

行い，修繕計画をより現況に近いかたちで管理できるよう，維持管理の技術の向上

を目指していくこととなる。 

このように長寿命化の技術向上が必要とされる一方で，必然的に新規設計の必要

性は低くなってしまい，近い将来，新規設計の技術が衰退する恐れがある。 

橋梁設計のみならず，社会インフラを支える土木技術は，その比率が変化するこ

とはあっても，時代に合ったバランスで，新規設計，維持管理，それぞれの技術が，

共存する社会が望ましいと考える。 
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